
評価書（個票）
	事務・事業名
	安全衛生推進者等の養成に係る講習
	担当課

　　（担当課長）
	労働基準局

安全衛生部　安全課
（田中課長）

	根拠法令等
	労働安全衛生法第１２条の２

労働安全衛生規則第１２条の３
	類　型
	講習研修

	
	
	指定等の形態
	登録

	事務・事業の
概要
	○事務・事業の内容

　安全衛生推進者又は衛生推進者（以下「安全衛生推進者等」）の養成を行うものである。

	事務・事業の
目的
	安全衛生推進者等は、安全管理者及び衛生管理者の選任が義務づけられていない中小規模事業場の安全衛生管理体制を明確にし、その安全衛生水準の向上を図ることを目的として選任が義務づけられているものであるが、これらの者を確保するため養成を行っているものである。

	
	関連する
政策目標
	－

	
	関連する
業績指標
	－

	
	指標の
目標値等
	－

	法人の指定等

の状況
	別紙のとおり。

	指定・登録等の基準に対する

よくあるお問い合わせと回答
	特になし

	料金等・積算根拠
	別紙のとおり。



	事務・事業の実績
	○実績（平成２２年度）

　２１，６１７名
（安全衛生推進者養成講習又は衛生推進者養成講習の受講人数の合計）
○事業収入（平成２２年度）

　事業収入について報告を求めることになっていないため把握していない。

	国からの補助金等
	○補助金・委託費等

なし

	事務・事業の見直し状況（これまでの検証）
	「国からの指定等に基づき特定の事務・事業を実施する法人に係る規制の新設審査及び国の関与等の透明化・合理化のための基準」（平成１８年８月１５日閣議決定）に基づき、事務・事業の定期的検証を行っているところである。
これまでに行った見直しは、以下のとおり。

・指定、登録等の基準、指定、登録等を受けた法人に係る事項等をインターネットで公開した。
・労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（H21.3.30　厚生労働省令第55号）により、登録機関において実施することとした上で、登録基準の基本的事項、主務大臣に対する報告に係る規定等を定めた。（平成21年3月）

	事務・事業の必要性等・有効性
	安全衛生推進者等は、安全管理者及び衛生管理者の選任が義務づけられていない中小規模事業場の安全衛生管理体制を明確にし、その安全衛生水準の向上を図ることを目的として選任が義務づけられているものであり、中小規模事業場における安全衛生水準の向上、ひいては中小規模事業場における労働災害防止に資するものであり、本事業は必要かつ有効である。

	事務・事業の執行体制の妥当性
	行政の裁量の余地のない形で登録を行う登録制度により実施しているところであり、すでに民間により実施される制度となっている。

	評価結果の総括

（現状分析（事務・事業の評価）と今後の方向性）


	指定制から登録制の移行及びその後の事業、事務の見直しを通じて、透明性は十分に確保されているものと思料されることから、今後とも「「国からの指定等に基づき特定の事務・事業を実施する法人に係る規制の新設審査及び国の関与等の透明化・合理化のための基準」（平成１８年８月１５日閣議決定）に基づき、事業の透明性を確保しつつ、引き続き本事業を継続していくべきである。

	備考
	












